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■要 旨■ 

2020 年に開催される東京オリンピックは、主として、①訪日観光需要の増加

と②関連する建設投資の増加という２つの経路を通じて、わが国経済にプラス

の効果を及ぼすと考えられる。 

訪日外国人数は、訪日観光ビザの要件緩和や為替円安等を背景に、このとこ

ろ順調に拡大しており、2020 年に 2,000 万人という政府目標の達成は、ほぼ確

実な情勢となっている。この点、諸外国との比較でみても、訪日客の増加余地

はなお大きく、東京オリンピックを見据えた観光客誘致政策の強化などを通じ

て、訪日観光需要を一段と拡大させていくことは十分に可能であるとみられる。

その際には、諸外国の経験を参考にすると、オリンピック観光客が首都圏のみ

ならず地方にも回遊するルートを整備しつつ、わが国全体の観光資源の魅力を

高めることにより、息の長い観光需要の増大につなげていくことが重要である。 

オリンピック関連の建設投資には、オリンピック会場設備など直接的な需要

だけでなく、民間ホテルの新築・増改築や都心の再開発、商業施設の建設や交

通インフラの整備といった間接的な需要も含まれる。過去のオリンピック開催

国のパターンを参考にすると、関連する建設投資は、2017～2018 年頃にかけて

大きく増加したあと、2020 年頃にかけてピークアウトしていくと予想される。 

こうした建設投資のブーム・アンド・バストによる景気の大きな振幅を回避

するためには、上述の観光客誘致策に加え、規制緩和をはじめとする各種の成

長力強化に向けた取り組みを通じて、新規需要を掘り起こしていく必要がある。

同時に、そうした新規需要の増加を供給面から支えていくためには、労働生産

性の向上や女性や高齢者などの労働参加を一段と促進するなど、人手不足とい

うわが国が直面する構造問題に、これまで以上に取り組んでいく必要がある。
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１．はじめに 

2020 年の東京オリンピック開催まで残り５年をきった。開催期間中には、１

日当たり最大 92 万人1の観戦客らが東京を訪れると予想されているが、オリンピ

ックの開催は、こうした直接的な観戦需要以外にも、様々なルートを通じて、

わが国経済に大きな影響を及ぼすとみられる。 

本稿では、まず、オリンピックの経済効果について、先行研究を参考にしな

がら、過去の開催国における経験を振り返る。そのうえで、東京オリンピック

の予想される経済効果について、主として、①訪日観光需要の増加と、②関連

する建設投資の増加、の２つを取り上げ、可能な限り定量的に考察する。最後

に、両者を併せたマクロ的な経済効果に関する試算を行うとともに、オリンピ

ックを契機にわが国経済を持続的に押し上げていくために、成長力強化に関し

てどのような取り組みが必要かについても簡単に論じる。 

２．過去のオリンピック開催国における経験 

本節では、東京オリンピックの経済効果を考える出発点として、過去のオリ

ンピック開催国においてどのような効果がみられたのかについて、先行研究を

サーベイする。オリンピックの経済効果を取り上げた研究として、比較的新し

い論文である Brückner and Pappa [2015]は有益な視座を与えてくれる。彼らは、

1950～2009 年の各国別パネルデータを用いて、オリンピック開催が実質ＧＤＰ

に及ぼす影響について定量的に分析している（図表１）。 

【図表１】オリンピック開催の実質ＧＤＰ押し上げ効果（Brückner and Pappa [2015]） 

（注）Brückner and Pappa[2015]による推計（各国別データを用いたパネル推計により、1950～2009 年の 

オリンピック開催国における実質ＧＤＰ押し上げ効果を抽出）。 

                                                  
1 東京 2020 オリンピック・パラリンピック招致委員会[2013]による予測。 
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彼らの推計結果をみると、第１に、オリンピック開催の５年前から２年前に

かけて、開催国の実質ＧＤＰ成長率が有意に高まることを示している。また、

実質ＧＤＰの水準についても、開催年までに累積で 10％程度押し上げられるこ

とが確認できる。オリンピック開催前に成長率が高まる背景としては、①関連

する建設投資が盛り上がることや、②開催国に対する海外からの認知度の高ま

りから、開催国への観光客が増加すること、などが考えられる2。第２に、オリ

ンピック開催後もＧＤＰの水準は低下せず、経済を持続的に押し上げる効果が

あることも重要である。これは、オリンピック開催後に、固定資産投資の明確

な反動減がみられるものの、消費などその他の需要コンポーネントがこれを相

殺するかたちで増加を続けているためである。 

オリンピック開催がＧＤＰの水準に持続的にプラスの効果を及ぼす背景とし

て、開催国がオリンピック開催決定を契機に、成長力強化に向けた政策を発動

するケースが多い点を指摘する先行研究も存在する。例えば、Rose and Spiegel 

[2011]は、①オリンピック開催国では、輸出が有意に増加するとの実証結果を示

したうえで、②これには、オリンピック開催国において開催決定前後に対外開

放度を高める政策がとられる傾向があったことが影響している可能性があると

論じている（図表２）3。 

【図表２】オリンピック開催の貿易への影響（Rose and Spiegel [2011]） 

＜オリンピック開催国の対外政策＞ 

（注）Rose and Spiegel [2011]による推計（各国別パネルデータを用いた輸出グラビティモデルの推計により、 

1950～2006 年のオリンピック開催国・立候補国における実質輸出押し上げ効果を抽出）。 

                                                  
2 オリンピック開催国に限らないが、これらに加え、オリンピック開催前には、観戦を目的

としたＡＶ機器販売が盛り上がる可能性も指摘できる（いわゆる「オリンピック・サイクル」）。

ちなみに、わが国では、オリンピック開催前に従来以上に高画質な８Ｋテレビを普及させる

ことを目指して、2018 年までに８Ｋ放送が開始される予定となっている（総務省[2015]）。
なお、超精細映像技術は、日本発イノベーションのひとつとして、オリンピック開催中に海

外に発信していく方針にもなっている。 
3 なお、Rose and Spiegel [2011]は、オリンピック開催国に立候補したものの落選した国につ

いても、同様に貿易拡大効果がみられるとの推計結果を示しており、オリンピック開催が「直

接的に」貿易を活発化させるわけではない、と論じている。 
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ＥＰＡ（経済連携協定）やＦＴＡ（自由貿易協定）などの対外開放政策は、

やや長い目でみれば、貿易や資本移動の活発化を通じて、マクロ的な生産性の

向上をもたらすと考えられる（Baldwin [1989]や経済産業省[2001]など）。加えて、

オリンピックという国際的イベントを開催することは、対外開放強化という方

針についての中長期的なコミットメントに繋がり、ひいては成長期待の高まり

に結びつきやすい面もある。前述の「オリンピック開催は、ＧＤＰの水準を持

続的に押し上げる」との Brückner and Pappa [2015]の結果は、こうした対外開放

度の高まりによる持続的な成長力の押し上げ効果を捉えている可能性がある。

わが国も、東京オリンピック開催が決定した 2013 年に、ＴＰＰ（環太平洋パー

トナーシップ協定）への参加を表明した。東京オリンピックという国際的なイ

ベントに加えＴＰＰへの参加を契機に、対外的な経済関係を強化するような成

長戦略を実行していけば、わが国も過去のオリンピック開催国と同様に、持続

的に経済水準を押し上げていくことが可能になると考えられる。 

他方で、オリンピック開催が持続的な経済効果をもつことに対して懐疑的な

見方を示す先行研究も存在している。例えば、Owen [2005]や Giesecke and Madden 

[2011]は、オリンピックの経済効果に関する評価は、財政支出増に伴う民間投資

の減少といったクラウディング・アウトの可能性が想定されていないことなど

から、過大推計になりやすいと指摘している。もっとも、これらの研究は、オ

リンピック会場設備の建設投資や開催期間中の消費など「直接的な」効果に限

ってその波及効果を検証したものであり、対外開放政策など、より幅広いマク

ロ的効果について分析した Brückner and Pappa [2015]や Rose and Spiegel [2011]の

主張と必ずしも矛盾するものではないと考えられる。 

これらの先行研究が示す諸外国の経験を踏まえると、わが国についても、東

京オリンピックの開催は、各種の政策面での後押しもあって、ＧＤＰにプラス

効果を及ぼす可能性が高いと言える。ただし、定量的な押し上げ効果について

は不確実性が大きく、過去の開催国と比べ低めとなる可能性がある。第１に、

過去の例をみると、オリンピックは、経済的に成熟した国よりも、比較的発展

段階にある国で開催されることが多かった。そうした国では、オリンピック開

催に合わせて実行される社会インフラ投資が経済全体に与える好影響4（＝社会

インフラ投資の限界生産力）は相応に大きいと考えられる。したがって、過去

の開催国の平均でみれば、プラス効果は大きめに推計されやすい。第２に、オ

リンピック予算のＧＤＰ比率をみると、わが国では既に社会インフラが整備さ

れていることを反映して、今回の東京オリンピックでは 0.1～0.2％程度と5、過

去の開催国平均（Brückner and Pappa [2015]によると 0.4％程度）と比べ小さい。 

                                                  
4 例えば、幹線道路網や鉄道網の整備によって物流効率が高まることによって、民間の経済

活動が活性化されることなどが含まれる。 
5 東京 2020 オリンピック・パラリンピック招致委員会・東京都[2012]は、施設整備費と大会

運営費を合わせて 6,661 億円（2014 年名目ＧＤＰ比では 0.14％）と試算している。 
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３．訪日観光需要 

東京オリンピックの開催は、①訪日観光客の増加と、②訪日観光客一人当た

り消費額の増加、の２つのルートを通じて、全体として旅行収支の改善をもた

らし6、その効果波及も含め、わが国経済に相応のプラス効果をもたらすと予想

される。 

（最近の訪日観光客数の増加） 

訪日外国人観光客数は、訪日観光ビザの要件緩和や為替円安等を背景に、オ

リンピックの東京開催が決定して以降、従来のトレンドを上回る勢いで拡大し

ている（図表３）7。これまで「2020 年に 2,000 万人」としてきた政府目標の前

倒し達成がほぼ確実な情勢となっており8、仮に 2011 年以降の増加ペースが今後

も持続した場合には、2020 年には 3,300 万人に達する。これは、前回 2012 年に

オリンピックが開催された英国の外国人観光客数と概ね同水準であり（図表４）、

わが国の観光客誘致に向けた官民の取り組み次第では、訪日観光客のさらなる

増加余地は十分に残されていると考えられる。 

【図表３】訪日外国人観光客数 【図表４】国際比較 

（注）1. 外国人消費額はＧＤＰベース（非居住者の国内消費）。先行きの一人当たり実質消費額は 2014 年以降一定と仮定。

2. 2015 年の訪日外国人数は、1～11 月の季調済年率換算値。 

（資料）日本政府観光局（ＪＮＴＯ）、内閣府、国連世界観光機関  

                                                  
6 訪日観光客の日本における消費額は、国際収支統計では、「旅行収支（受取）」に計上され

る。また、ＧＤＰ統計では「非居住者家計の国内での直接購入」の項目として、サービス輸

出の一部に計上される。なお、訪日観光客の消費額は、個人消費（ＧＤＰ統計の「民間最終

消費支出」）から控除され、サービス輸出と個人消費に二重に計上されないようにされてい

る。もっとも、ＱＥ推計では、訪日観光客の消費額が含まれていない家計調査が個人消費の

推計に用いられているため、訪日観光客の消費額を控除する現在の推計方法では、ＱＥにお

ける個人消費の金額が過小推計となっている可能性がある。 
7 近年の訪日外国人観光客増加の背景については、米良・倉知・尾崎[2013]も参照。 
8 この点について、安倍首相が「次なる目標は 3,000 万人」と講演で発言するなど、政府内

では新たな目標設定に向けた議論が始まっている（首相官邸[2015]）。 
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過去のオリンピック開催国の経験をみると、外国人観光客は、オリンピック

開催年に観戦客によって押し上げられるだけでなく、開催が決定された頃から

従来のトレンドを上回るかたちで増え始めるというパターンが観察される。例

えば、みずほ総研[2014]は、オーストラリアでは、シドニーオリンピック開催を

契機として取り組んだ観光客誘致策が奏功したことから、開催年（2000 年）の

外国人観光客数は、開催決定前のトレンド対比で、２割以上増加した事実を指

摘している。同様の傾向は、ギリシャ（アテネ、2004 年）や中国（北京、2008

年）、英国（ロンドン、2012 年）でも確認される（図表５）。 

【図表５】過去のオリンピック開催国における外国人観光客数 

（資料）みずほ総研[2014]、CEIC など  

 

（訪日観光客一人当たり消費額の増加） 

訪日観光客の一人当たりの国内消費額も、このところ増加している。訪日観

光客全体の国内消費額をみると（図表６）、訪日観光客数の増加が大きく寄与す

るかたちで増加トレンドにあるが、最近は一人当たり消費額が免税対象品目の

拡大もあって増加していることも、押し上げに作用していることがわかる9。 

一人当たり消費額を国籍別にみると（図表７）、多くの国・地域で増加傾向に

あるが、中でも中国人観光客の増加トレンドがとくに顕著となっている。最近

は、各種報道において中国人観光客による旺盛な消費行動（いわゆる「爆買い」）

が話題に上ることが増えているが、実際に観光客全体の一人当たり消費額を品

目別にみると（図表８）、このところ「買い物代」が大きく増加している。 

                                                  
9 2014 年 10 月 1 日から、従来からの免税対象であった一般物品（家電、服など）に加え、

消耗品などに対する消費税も免税となり、全ての品目が免税対象となった。また、2016 年

度以降は、免税申請するための最低購入額を引き下げる方針となっている（一般物品：１店

舗あたり 1 万円超→5,000 円以上）。 
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【図表６】訪日観光客の国内消費額 

 
（注）一人当たり消費額は、外国人消費額（ＧＤＰベース）÷訪日外国人数により算出。 

（資料）内閣府、日本政府観光局（ＪＮＴＯ） 

 

【図表７】国籍別一人当たり消費額 【図表８】品目別一人当たり消費額 

（注）1. 一人当たり消費額は、観光庁のアンケート調査による（詳細は補論参照）。 

2. 図表７の欧米は、英国、ドイツ、フランス、米国の単純平均。 

（資料）観光庁  

 

訪日外国人消費に関する品目別・国籍別データを用いてダイナミック・パネ

ル分析を行い、各品目の一人当たり消費額の決定要因を探ると（図表９）、まず、

「買い物代」は、価格感応度を表す実質為替レートのパラメータが統計的に有

意である一方、持続性を表す自己ラグ項のパラメータは統計的に有意でない、

との結果が得られた（推計の詳細は補論を参照）。さらに「買い物代」を細かく

分けてみると、最近とくに顕著に増加している「電気製品」で為替レートへの

感応度が高くなっていることがわかる。他方、「食料品」については、為替レー
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トへの感応度が相対的に低いほか、持続性を示す自己ラグ項のパラメータの有

意性が観察される。すなわち、これらの結果は、わが国の電気製品はコストパ

フォーマンスの良さから買われている一方で、食料品は安全性やブランド力の

高さ等にも支えられて、持続性を伴うかたちで購入が増えていると解釈できる10。 

【図表９】ダイナミック・パネル分析による一人当たり実質消費額の決定要因 

（注）1. 推計期間は 2010 年 4-6 月～2015 年 4-6 月。推計の詳細は、補論を参照。 

2.「文化的体験」は、「娯楽サービス費」のうち現地ツアーや芸術鑑賞、各種入園・入館料などの品目。 

3. [ ]内は標準誤差。***は 1％、**は 5％、*は 10％水準で有意であることを表す。 

（資料）観光庁など  

 

また、「宿泊費」や「交通費」、「文化的体験」といった品目では、為替レート

のパラメータの有意性が低い一方で、自己ラグ項のパラメータがはっきりと有

意になっている。これは、官民による広報活動や個人の「口コミ」等によって、

わが国特有の観光資源の認知度が高まっている結果として、これら品目の一人

当たり消費額が比較的持続性を持って増加してきていることを示唆している11。

訪日外国人の消費額に占める品目別のシェアをみると（図表 10）、「文化的体験」

（「娯楽サービス費」の一部）への支出ウエイトはこれまでのところ小さいが、

今後、これが増えてくれば、こうした「コト消費」は「モノ消費」に比べて時

間がかかるだけに、滞在日数の増加に繋がるという意味で、潜在的なプラス効

果が大きいとみられる12。 

                                                  
10 博報堂[2015]が実施した訪日中国人に対するアンケート結果を見ると、日本製品購入時に

重視した点の上位３項目は、１位：安全・安心であること、２位：コストパフォーマンスが

よい、３位：価格がリーズナブル、となっている。全体としては、品質面と価格面の双方に

対して感度が高いことが窺われる。 
11 前掲図表８をみると、「娯楽サービス費」や「交通費」がこのところ増加し始めている。

なお、「宿泊費」は減少傾向にあるが、これには、中国人の訪日観光が中所得層まで拡がる

中で、格安宿泊施設の利用者が増えていることが影響している可能性がある。 
12 例えば、文化的体験の例として、本年 11 月 21 日にリニューアルオープンした日本銀行

の貨幣博物館を紹介すると、見学時間は１時間程度となっている（移動時間も含めれば、数

時間の滞在時間増となる）。 

電気製品 食料品 文化的体験

-0.004 -0.032 0.160
**

0.177
**

0.274
***

0.282
***

0.037 0.126
***

〔0.040〕 〔0.068〕 〔0.076〕 〔0.089〕 〔0.078〕 〔0.060〕 〔0.048〕 〔0.047〕

-0.669
***

-1.605
***

-0.387
***

-0.163
*

-0.007 -0.098 -0.210 -0.479
*

〔0.108〕 〔0.359〕 〔0.118〕 〔0.089〕 〔0.129〕 〔0.155〕 〔0.254〕 〔0.290〕

固定効果・季節ダミー 有 有 有 有 有 有 有 有

サンプル数 2558 285 570 285 285 1082 1522 796

AR2 test (p-value) 0.715 0.381 0.371 0.970 0.842 0.366 0.629 0.448

J-統計量 (p-value) 0.996 0.777 0.999 0.947 0.983 0.143 0.950 0.921

交通費
娯楽

サービス費
買い物代 飲食費

実質為替レート
（価格感応度）

自己ラグ項
（持続性）

宿泊費
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【図表 10】国籍別品目シェア 【図表 11】都道府県別客室稼働率（2014 年）

（資料）観光庁 （資料）観光庁 

 

今後、オリンピック開催決定を契機に、訪日外国人一人当たりの消費額を持

続的にさらに増加させていくためには、免税品目の拡大といった制度変更もさ

ることながら、為替円安の進行という金融市場の動向に頼るばかりではなく（上

記の例では「電気製品型」）、品質、ブランド力、安全性等に関する認知度をさ

らに高めることを通じて、持続性のある消費を増やしていくことが重要になろ

う（「食料品型」、「コト消費型」）。とりわけコト消費の面では、買い物が便利な

都市圏のみならず、地方への回遊ルートを整備しつつ、文化的体験も含めた地

方の観光資源の認知度を一層高め、これを滞在日数の増加につなげていくこと

がポイントとなろう13。また、こうした取り組みが奏功すれば、地方の所得増加

も十分に期待できるほか、宿泊施設の稼働率の低い地方において、外国人客の

取り込みによる遊休設備の活用につながっていけば、わが国全体で見た観光業

の生産性が向上すると考えられる（図表 11）14。 

 

 

 

 

                                                  
13 具体的な取り組み事例については、観光庁[2015]や経済産業省[2015]、山崎[2015]などを

参照。 
14 森川[2015]は、外国人と日本人では休暇のパターンが異なるため、訪日外国人の増加は宿

泊施設の需要平準化をもたらし、稼働率を上昇させる傾向があると指摘している。また、稼

働率が上昇すれば、宿泊業の生産性向上にも繋がると論じている。 
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４．オリンピック関連建設投資 

東京オリンピックの開催は、過去の開催国と同様、建設投資の増加を通じて、

オリンピック開催以前の成長率を押し上げる可能性が高い。 

（主な関連建設投資とその発現パターン） 

オリンピック関連の建設投資には、オリンピック会場設備など直接的な需要

だけでなく、民間ホテルの新築・増改築や都心の再開発、商業施設の建設や交

通インフラの整備といった間接的な需要も含まれる。こうした観点から、図表

12 には、報道情報等を参考に、悉皆的ではないが、オリンピックに関連すると

みられる主なプロジェクトを纏めている。民間アナリストによる試算をみると、

関連する建設投資の総額を 10 兆円程度とするものが比較的多いが15、ここで挙

げている主な関連プロジェクトを積み上げていっても、10 兆円程度に達する。 

【図表 12】報じられている主なオリンピック関連建設プロジェクト 

 
（資料）報道情報、日経ＢＰ[2015]、三菱 UFJ モルガンスタンレー証券[2013]、みずほ総研[2014]、各社リリースなど 

各プロジェクトの開始時期をみると、すでに着手され始めているものが多く

みられ、実際に東京都内の建築着工・工事費予定額はこのところはっきりと増

加しているほか（図表 13）、外国人の嗜好に対応した設備の更新投資（宿泊施設

のリニューアル投資）も徐々に増加している模様である（図表 14）16。また、こ

うした動きが、地方にも拡がってきているとの報道も見られている17。 

                                                  
15 例えば、三菱 UFJ モルガンスタンレー証券[2013]は 10.1 兆円、みずほ総研[2014]は 12.8
兆円、SMBC 日興証券[2013]は 13.0 兆円としている（会場設備等を含む）。ただし、「関連投

資」には様々な定義が考えられるため、その「範囲」次第で、2.2～4.9 兆円（日本総研[2013]）
や 55 兆円（大和証券[2013]）など大きく異なる見方をしている先もあることには留意の要。 
16 こうした建設投資の高まりの背景には、オリンピックに直接関連したもののほかに、老

朽化した建物の更新需要や、耐震強化のための建設需要も含まれている。 
17 例えば、日本経済新聞「地方のホテル 開業・改装続々（2015 年 12 月 2 日付夕刊）」は、

北陸新幹線や将来のリニア中央新幹線開通で注目を集める地方都市や、リゾート・温泉など

の保養地で宿泊施設の新改築が相次いでいると報じている。 

案件名 事業規模
着工開始

（予定含む）
完成目途 詳細・進捗等

オリンピックスタジアム 上限1550億円 未定 2020年

競技施設・選手村 約0.3兆円 2016年頃 2019年

民間ホテル 約0.8兆円 2015年 2020年 老舗ホテル改修、都心新規開業

首都圏3環状線 2000年 2020年 神崎IC～大栄JCT開通（15/6月）

羽田成田直結線等 未定 2020年頃 計画検討中

豊洲・築地 2014年 2016年 築地市場の豊洲への移転

日本橋・銀座 2014年 2018年 デパート建て替え等

品川・田町 2016年頃 2020年 品川～田町間に山手線新駅開業

新宿・渋谷・池袋 2014年 2020年頃 新宿西口・渋谷駅・池袋西口再開発

臨海部カジノ 約0.8兆円 未定 -- 計画検討中

宿泊

会場設備 計画検討中

そ
の
他
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

交
通

約2兆円

再
開
発

約4兆円
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【図表 13】建築着工・工事費予定額 【図表 14】宿泊施設のリニューアル投資 

（注）2015/4Q は、10 月の値。 （注）リフォーム・リニューアル工事受注高。 

（資料）国土交通省 （資料）国土交通省 

過去のオリンピック開催国の例（オーストラリアや英国18）が示すとおり、関

連施設建設はオリンピック開催前の竣工を目指すため、進捗ベースの建設投資

は、開催年の約２～３年前に大幅に増加する傾向がある。これを東京オリンピ

ックに当てはめると、わが国では 2017～2018 年頃に建設投資が大きく増加する

可能性が高い。仮に累計投資額を上述の各種試算に沿って 10 兆円程度と考える

と、2017～2018 年にかけて、ＧＤＰの水準は 2014 年対比で＋0.4～0.6％ポイン

ト程度押し上げられると計算される（図表 15）。 

【図表 15】関連建設投資の発現パターン 

 
（注）発現タイミングは、シドニーオリンピック時のパターン（Madden and Crowe [1998]、 

主に会場施設建設)を参考にして試算。 

（資料）Madden and Crowe [1998]、内閣府など 

                                                  
18 オーストラリア（シドニー、2000 年）については Madden and Crowe [1998]、英国（ロン

ドン、2012 年）については英国 Department of Culture, Media & Sport [2013]を参照。 

0.4

0.8

1.2

1.6

2.0

2.4

4

5

6

7

8

9

07 08 09 10 11 12 13 14 15

工事費予定額（民間非居住用・

非製造業、左目盛）

うち東京都内（右目盛）

（季調済年率、兆円） （季調済年率、兆円）

年

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

08 09 10 11 12 13 14

（億円）

年度

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0

1

2

3

4

14年 15 16 17 18 19 20 21

建設投資額（累計10兆円の場合）

ＧＤＰ比率（右目盛）

（兆円） （対2014年名目ＧＤＰ比率、％）

オリンピック開催年



12 
 

これは、2017 年に予定される消費再増税のマイナス効果をある程度減殺する

可能性も期待される19。一方で、オリンピック開催後には相応の反動減が生じる

ことは不可避と考えられ、こうした建設投資のブーム・アンド・バストによる

わが国経済の大きな振幅をいかに軽減するかは今後の重要な課題である。 

こうした観点からは、前述の訪日観光需要の増加を、オリンピックによる一

過性のものとせず、持続力のあるものにしていく取り組みが極めて重要である。

この点、リレハンメル冬季オリンピックの経験は示唆的である。すなわち、リ

レハンメルオリンピックの開催は、ノルウェーの観光客の増加に寄与したもの

の、メイン会場があったリレハンメル市の魅力は期待ほど高まらなかったため、

オリンピック特需の剥落後に、市内のホテルの 40％が倒産したと指摘されてい

る（Teigland [1999]）。  

                                                  
19 これをＧＤＰ成長率に組み替えると、上記の試算では、2017 年度の成長率を＋0.2％ポイ

ント程度引き上げることになる。一方、日本銀行[2015]では、消費税率引き上げに伴う反動

減等により、2017 年度の成長率が－0.8％ポイント程度押し下げられると試算している。 
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５．東京オリンピックの経済効果と成長戦略 

以上の議論を総合的に考慮して、今次東京オリンピック開催の経済効果を大

雑把に試算する。以下の試算は相当な幅を持ってみる必要はあるが、①３節で

詳しく論じた訪日観光需要については、「訪日観光客数」が 2020 年に 3,300 万人

に達するペースでの増加が続く、②「一人当たり消費額」も３節の推計結果と

整合的なかたちで増加する20、③「関連する建設投資」については、2020 年まで

の累計で投資総額は 10 兆円に達する、との前提を置くと、2015～2018 年におけ

るわが国の実質ＧＤＰ成長率を毎年＋0.2～0.3％ポイント程度押し上げると計

算される（図表 16）。また、2018 年時点におけるＧＤＰの水準を約１％（約５

～６兆円）押し上げることになる。もっとも、その後は建設投資が減少に転じ

ていくことから、押し上げ効果はピークアウトしてしまう。過去のオリンピッ

ク開催国で見られたように、オリンピック開催後までＧＤＰ押し上げ効果を維

持させていくためには、各種の成長力強化に向けた取り組みを通じて、建設投

資に代わる新規需要を掘り起こしていく必要がある。 

【図表 16】東京オリンピック開催の経済効果（イメージ） 

 

オリンピック開催を契機に新規需要の掘り起こしに成功した、過去の開催国

の事例をみると（ＢＯＸ参照）、交通インフラ整備や観光客誘致策だけでなく、

大胆な都市再生プロジェクトや思い切った規制緩和などを通じて、民間活力を

有効活用しながら新たな需要を創出する取り組みが目立つ。とくに、都市再生

のような大掛かりな再開発プロジェクトは、オリンピックという共通の目標が

なければ、広くコンセンサスを得ることが難しかったと考えられる。バルセロ

                                                  
20 一人当たり消費額の先行きは、為替レートなどの外部要因は不変との仮定のもとで、３

節図表９で推計した品目別パラメータを用いて外挿した。ただし、これには、新たに検討さ

れている免税制度の拡充（脚注９）や滞在日数増加に向けた取り組みなどの影響が勘案され

ておらず、その点では保守的な仮定と言える。 
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ナの旧市街地やロンドン東部地域における再開発事例は、オリンピックを原動

力としつつも、オリンピック後の活用を見据えながら、長年の課題を解決した

点が評価されている21。また、前述の通り、対外的な開放度を高めるような成長

戦略を実施することで、輸出の拡大も期待できる。 

最後に、2020 年にかけて、さらに深刻化するとみられる労働力人口の減少の

問題とオリンピックの関係について、簡単に考察する（図表 17）。上述の「訪日

観光需要」と「関連建設投資」の積み上げによる需要増加を前提として、産業

連関表の雇用誘発係数から、追加的に必要となる労働者数を試算すると、70 万

人以上になると計算される。とくに、既に労働需給がひっ迫している建設業や

サービス業を中心にさらなる人手が必要になることが見込まれるため、工事の

遅延や必要なサービスが提供されなくなるリスクや、オリンピック以外の投資

がクラウディング・アウトされる可能性などが考えられる。こうした事態を回

避するためには、政府の成長戦略にも掲げられているように、女性・高齢者や

外国人労働者の活用が喫緊の課題であると同時に、省力化投資等を通じて建設

業・サービス業を中心とした労働生産性の向上にしっかりと取り組んでいく必

要があろう。 

【図表 17】オリンピック関連需要により追加的に必要となる労働力（試算） 

（注）1. 必要労働者数は産業連関表（2011 年）を用いて試算。 

  建設投資は建設業、外国人観光は商業・サービス業それぞれの最終需要を増加させると仮定。 

2. 業種別失業者数は前職別の失業者数 

3. 失業率試算値は、2014 年の失業率に各年の必要労働者数（失業者数減）を勘案したもの。 

4. 生産年齢人口は 15～64 歳人口（人口推計）。 

（資料）総務省、国立社会保障・人口問題研究所  

 

以   上

                                                  
21 バルセロナの事例については太下[2008]、ロンドンの事例については本橋・赤木[2015]や
自治体国際化協会[2014]が詳しい。 

（万人） （万人）

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年
業種別失業者数

（2014年）

建設業 1 3 8 17 27 19 8 10

商業
サービス業

0 12 19 28 36 39 41 77

その他産業 0 2 4 6 9 8 6 149

合計 2 17 31 52 73 67 54

<失業率試算値> <3.6％> <3.3％> <3.1％> <2.8％> <2.5％> <2.6％> <2.8％>

生産年齢人口
（2014年比減少幅）

― -98 -182 -256 -322 -379 -439

236
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（ＢＯＸ）過去のオリンピック開催国における取り組み事例 

▽交通インフラを中心に、不足しているインフラを整備 

 北京では、約 2,800 億元（約 4.2 兆円）を投じて、都市交通、エネルギー、水資源、

都市環境などの重要インフラを前倒し整備した（みずほ総研[2008]など）。 

 アテネでは、ＥＵからの支援金を活用しながら、空港や高速道路の建設、地下鉄の延

伸などのインフラ整備を行った（Papaioannou and Peleka [2006]、河野[2001]など）。 

 ロンドンでは、空港拡充や地下鉄・鉄道延伸などのインフラ整備がなされた。ただし、

開催期間中のピーク需要には、企業や地域住民に移動抑制を呼びかけることで対応

し、開催後の利用ニーズが見込めないインフラへの投資を控えた（永瀬[2013]など）。 

▽自国文化や地方観光資源を幅広くアピールした観光プロモーション 

 オーストラリア政府は、過去の開催国の経験をもとに戦略を策定し、地方への観光客

誘導やビジネス需要創出などで一定の成果を収めた。ただし、開催後のマーケティン

グや投資の不足が反省点とされている（Chalip [2000]、本保・矢ケ崎[2015]など）。 

 英国政府観光庁は、文化、遺産、スポーツ、音楽、田園地帯、ショッピング、飲食の

７つをテーマに据えた大規模キャンペーンを展開。オーストラリアの経験を踏まえ、

開催後の３年間もプロモーションを続けた。また、英国全土で約 18 万件に及ぶ文化

イベントを開催し、地方の観光振興に貢献した（観光庁[2013]、山崎[2014]など）。 

▽中国人観光客の取り込み 

 1999 年にオーストラリア、2004 年にギリシャ、2005 年に英国が、中国人の団体観光

ビザ発給を開始した（Arita, La Croix and Mak [2012] 、Hooper and van Zyl [2011]など）。 

▽都市再生プロジェクトにより、長年の課題を解決（都市レガシー） 

 バルセロナは、五輪開催決定の 1986 年から旧市街地の再開発に着手した。歴史的建

造物を保全しつつ、公園や通りなどオープンスペースの整備や美術館・劇場の新設を

行うことで、旧市街地を文化拠点・観光スポットに再生した（太下[2008]など）。 

 ロンドンは、地域再生を企図し、ロンドン東部地区をオリンピックのメイン会場に指

定した。オリンピック開催前に整備した交通網を活かし、開催後には、①選手村を居

住コミュニティに改修し、②メディアセンター跡地を中心としてデジタル産業・メデ

ィア産業を集積させ、雇用の創出を目指すなど、再開発が進んでいる（本橋・赤木

[2015]、自治体国際化協会[2014]など）。 

▽規制緩和を進めることで、民間活力を有効活用し、新たな需要を創出 

 オーストラリアでは、1996 年に空港法を改正し、国有公社所有の全空港が民営化さ

れた。地域の観光需要に合わせてＬＣＣ誘致やターミナルの改修が行われた結果、多

くの空港で乗降客数が大きく増加した（日本政策投資銀行[2015]など）。 

 中国では、2005 年に外国企業の独立資本によるホテル設立が解禁された結果、外資

系ホテルが数多く参入した。開催後も、大規模商業施設やオフィスビルに隣接したラ

グジュアリーホテルの新規開業が多数みられる（三菱東京 UFJ 銀行[2014]など）。 

 英国では、有識者による特別委員会を設け、観光産業の発展を妨げている関連規制の

洗い出しが行われた。例えば、大型小売店の日曜日営業規制については、オリンピッ

ク期間中に一時的に緩和した結果、需要拡大につながったと評価されており、現在、

同規制を恒常的に緩和する方針となっている（山崎[2014]、BBC [2015]など）。 
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補論：訪日観光客一人当たり実質消費額の決定要因の分析方法 

以下では、３節で用いた、訪日観光客一人当たり実質消費額のダイナミック・

パネル分析の手法を簡単に解説する。 

（１）データ 

訪日外国人の一人当たり消費額のデータソースとして、観光庁が公表してい

る『訪日外国人消費動向調査』を用いた。同調査は、国・地域別、品目別の一

人当たり消費額を調査しており22、2010 年 4-6 月期以降四半期ごと行われている

（推計では、2015 年 4-6 月期まで全 21 四半期分のパネルデータを利用）。また、

実質化にあたっては、『消費者物価指数』の対応する品目指数を用いた。 

（２）推計式および推計方法 

一人当たり消費額の決定要因を定量化するため、以下の式をArellano and Bond 

[1991]が提唱した方法（difference GMM）23により推計した。 

log	ሺ一人当たり実質消費額
୧,୨,୲
ሻ 

ൌ定数項＋ρ ൈ log	ሺ一人当たり実質消費額
୧,୨,୲ିଵ

ሻ  β ൈ log	ሺ実質為替レート
୧,୲
ሻ

γୱ,୧ ൈ季節ダミー
ୱ
固定効果

୧,୨
 ε୧,୨,୲

添え字の i は訪日外国人の国籍を、j は消費品目を表す。なお、データ制約か

ら推計期間が５年程度と短いことから、推計の安定性を確保するために、年ダ

ミーや所得要因といった変数を含めていない。ただし、データには季節性があ

ると考えられることから、季節ダミーを用いている。 

ここで、自己ラグ項の係数ρは、習慣形成の度合いを表すと解釈される。こ

うした解釈は個人を追跡したパネルデータでよく用いられる。本稿では国別の

パネルデータを利用したため、外国人が「口コミ」等を通じて評判を伝搬する

ことにより後続の訪日外国人の追加的な消費を喚起することで、国籍別にみた

訪日外国人全体の需要において習慣形成が生じるとの解釈が可能である24。また、

実質為替レートにかかる係数βは価格弾性値と解釈できる。 

 

                                                  
22 21 か国・地域、29 品目（大分類を含む）について調査。推計にあたっては、継続サンプ

ルのみを用いている。なお、国籍別品目別の一人当たり消費額は、「当該品目を消費した観

光客の割合」と「当該品目を消費した場合の平均金額」のデータから算出している。 
23 パネルデータを用いて自己ラグ項を含む動的なモデルを推計する場合、レベル式や階差

式の OLS 推計を行うと、固定効果を含む誤差項と自己ラグ項の相関（内生性バイアス）が

生じ、一致性を持つ推定量が得られないことが知られている。このため、３節の推計では、

Arellano and Bond [1991]の方法を用いた。 
24 国別パネルデータを用いて旅行需要の決定要因を分析した先行研究の多くでも、自己ラ

グ項の係数に対して同様の解釈を与えている（Garin-Munoz [2006]など）。 
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